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国内外研究機関等との協力
●中部電力㈱との技術協力協定（浜岡1,2号機）
⇒浜岡発電所との廃止措置連絡会（平成22年度～）

●電力（関電、原電）との連携
⇒若狭地区廃止措置情報交換会（平成16年度～）

廃止措置技術の開発・集約

原子炉本体の遠隔解体技術
廃止措置ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ技術
残留放射能の評価・除染技術

地元産業界との連携等
●福井県ｴﾈﾙｷﾞｰ研究開発拠点化への協力
●廃止措置研究会（敦賀商工会議所）
●拠点化研修事業(企業向研修）
●オープンセミナー
●技術課題解決促進事業

地元企業の参画

原子炉廃止措置研究開発センターの取組み

重水減速・沸騰軽水冷却圧力管型原子炉(ATR) 電気出力：16万5千 kW
運転期間：昭和53年3月(臨界)～平成15年3月(約25年)
廃止措置：平成20年2月（計画認可)～平成45年度（予定）

関西電力㈱美浜１、２号機、
日本原子力発電㈱敦賀１号機が、

今後廃止措置を実施
⇒「ふげん」がこれまで培ってきた廃止
措置技術を軽水炉の廃止措置で貢献

廃止措置業務の安全・着実な推進

クリアランスの早期運用開始
金属約1,000トンのクリアランス申請（平成27年2月13日）
早期の認可を目指して審査対応中

先進技術を取入れた解体
原子炉解体に向けた水中及び気中レーザ切断技術の開発
原子炉施設における実機切断を実証中

クリアランス測定装置

●OECD/NEA原子力施設廃止措置協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
●英国（NDA)、仏国（CEA)協力協定
●アジア地域関連機関との連携
●国内大学、研究機関との連携（共同研究等）

放射性廃棄物の処理技術
「ふげん」解体経験・実績の蓄積

実機切断実証
（解体撤去配管の切断）

｢ふげん｣の使命

｢ふげん｣の概要

現在の状況

対外活動
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「ふげん」品質記録等の管理不備について（1）

１．経緯
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）は、原子炉廃止措置
研究開発センター（以下「ふげん」という。）の平成28年度第3回保安検査において、保守管理の根拠
資料として提出した品質マネジメントシステム（以下「ＱＭＳ」という。）に基づく環境管理課の放出管
理用計測器の点検記録について、原子力保安検査官から、平成28年度第1回保安検査時に受領した
同記録と記載内容に相違があるとの指摘を受けた。
このため、ふげんにおいて過去の保安検査で提出した記録のうち至近5年分についての写しと現在保管
中の原本を照合して確認した結果、同様な記載内容の相違が他の記録にも確認されたことから、これを
保安検査官に報告した。このことから、平成28年12月5、6日において、本件に係る原子力規制庁の保
安調査が行われた。
保安調査の結果は、平成28年12月21日の第51回原子力規制委員会において審議され、
同日付けで、原子力機構理事長に対して「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子炉廃
止措置研究開発センターにおける記録等の管理不備に係る対応について（指示）」（原規規発第
1612212号）（以下「指示文書」という。）が発出された。
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「ふげん」品質記録等の管理不備について（2）

2.指示文書の内容

指示文書の内容は以下のとおり。

(1)保安規定等に定める手続を経ずに修正した記録等（保安規定に基づく保存期間内のもの
に限る。以下同じ。）の有無について調査すること。

(2)保安規定等に定める手続を経ずに記録等を修正した経緯及び原因について調査すること。

(3)上記経緯及び原因を踏まえ、適正に記録等の作成、管理が行われるよう対策を講じること。

(4)(1)から(3)の結果について、平成29年1月末日までに当委員会に報告すること。

2.指示文書の内容

指示文書の内容は以下のとおり。

(1)保安規定等に定める手続を経ずに修正した記録等（保安規定に基づく保存期間内のもの
に限る。以下同じ。）の有無について調査すること。

(2)保安規定等に定める手続を経ずに記録等を修正した経緯及び原因について調査すること。

(3)上記経緯及び原因を踏まえ、適正に記録等の作成、管理が行われるよう対策を講じること。

(4)(1)から(3)の結果について、平成29年1月末日までに当委員会に報告すること。
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３．報告書の概要
(1)保安規定等に定める手続を経ずに修正した記録等の有無についての調査結果
①調査対象の記録等
指示文書の要求事項に従い、保安規定に定める原子炉施設及び廃止措置に係る保安に関する記
録等（保安規定に基づく保存期間内のものに限る。）を調査の対象とした。また、調査対象期間は平
成20年2月12日、廃止措置計画の認可に伴って新たに保安規定が認可された以降、平成20年2月
12日から記録の不備が明らかとなった平成28年11月末までとした。
②調査の結果
12月の保安調査前までに確認された27件（28頁）と同様に手続を経ずに修正した記録等が確認
された。調査結果を添付資料－1に示す。
調査により特定された記録等に関しては、先の保安調査前までに確認された27件（28頁）と同様
な修正であり、いずれも、不合格のデータを合格にするといった判定基準や管理基準への適合性を左右
する修正ではなく、ふげんの原子炉施設の安全性に影響を与えるものではないことを確認した。（調査
した総頁数 約22万頁）

３．報告書の概要
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調査により特定された記録等に関しては、先の保安調査前までに確認された27件（28頁）と同様
な修正であり、いずれも、不合格のデータを合格にするといった判定基準や管理基準への適合性を左右
する修正ではなく、ふげんの原子炉施設の安全性に影響を与えるものではないことを確認した。（調査
した総頁数 約22万頁）
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３．報告書の概要（続き）
(2)保安規定等に定める手続を経ずに修正した記録等を修正した経緯及び原因についての
調査結果
①経 緯
所定の手続を経ずに記録等が差し替えられたことについて、関係者への聴き取りや当該記
録等の変更の履歴などの確認等により調査し、問題点の洗い出し、事実関係の整理を行っ
た。
②原 因
事実関係の確認、聞き取り調査等やふげんに対して実施した特別原子力安全監査におけ
る品質記録の確認等に基づき「ＱＭＳ及びコンプライアンスに係る認識や意識の問題」及び
「ＱＭＳの仕組みに関する問題」を原因として抽出した。（添付資料-2参照）
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３．報告書の概要（続き）
(3)経緯及び原因を踏まえ、適正に記録等の作成、管理を行うための対策
抽出された原因から、ＱＭＳの認識やコンプライアンス意識の不足が大きな問題であり、こ
れらの問題の改善を図るとともに、その改善状況を継続して適切に維持すること、また、同様
な事象が発生しない仕組みの構築が必要である。このため、添付資料-2に示すように、教
育による認識や意識の改善、小集団での事例研修活動の実施、管理体制の強化、要領
類の見直し等の対策を講じることとした。
なお、これらの対策については、その実施状況等を定期的に確認し、対策の有効性や見
直しの要否を評価するフォローアップを行い確実な展開を図る。
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